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事業概要

事業名称 北陸応援割「いしかわ応援旅行割」キャンペーン（第一弾）

【第一弾】令和６年3月16日（土）～令和6年4月26日（金）
※令和6年4月27日（土）チェックアウト分まで
【第二弾】令和６年5月7日（火）～令和6年7月31日（水）
※令和6年8月1日（木）チェックアウト分まで
※予算がなくなり次第終了
※事業期間内であっても、石川県の判断で新規予約の受付を停止することがあります

【第一弾】令和６年3月12日（火）
【第二弾】令和６年4月19日（金）

石川県内の登録宿泊施設への旅行・宿泊（訪日旅行者も対象）
※ビジネス利用は対象外
※子ども・幼児も１名としてカウント可能

石川県
※北陸応援割は石川県・富山県・福井県・新潟県の４県で実施

旅行当日に『代表者の氏名が確認できる本人確認書類（コピー可）』を提示すること
※有効な確認書類は、P21を参照

➀宿泊商品
➁宿泊を伴う旅行商品（企画旅行（募集型、受注型）、手配旅行）
③宿泊を伴う旅行商品（交通付）
※旅行商品に含まれる宿泊は、本事業に参画登録済の「宿泊施設」にて
 提供される必要があります。
※宿泊商品・旅行商品に含まれる物品やサービスは、旅行事業者により、
 出発前までに手配され旅行代金が確定している必要があります

宿泊施設毎に設定

旅行代金への販売補助金：旅行代金の50％ ※１円未満切り捨て

事業期間

補助予算額

利用条件

補助対象商品

対象地域

旅行商品の利用者

旅行代金（税込）

総額の ５０%
販売補助金旅行者支払額

総額の ５０%

予約開始日

対象商品

◆宿泊サービス単体
◆宿泊を伴う

 交通付き旅行商品
（1泊）

◆宿泊を伴う
 交通付き旅行商品
（2泊以上）

◆周遊型旅行商品
（宿泊地が2県以上の
旅行商品）

上限金額

１旅行予約・
１人あたり

２０，０００円 ３０，０００円 ３５，０００円

販売補助率
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「地域クーポン」の運用なし４
●クーポン撤廃に伴い、宿泊代金の下限設定もありません

前回の「全国旅行支援」との相違点

●補助対象は1泊1人あたりではないため、宿泊数による補助上限額の変動はありません

補助対象は【1予約1人あたり】１

インバウンド（訪日旅行者）も対象２

チェックイン時の本人確認は代表者の氏名のみ(コピー可)３
●居住地確認は任意となります

参画する旅行事業者（旅行会社・OTA）は一部のみ５
●北陸地方内における多様な旅行商品を取り揃えている地場の旅行事業者の活用を優先
●全国旅行支援ほどの数の旅行事業者の参画は見込めない
●参画する旅行事業者は別途受付をし、予算配分を行った上で取扱開始となる

宿泊施設の予算で
旅行事業者（旅行会社・OTA）の代理予約販売も可

６

前回の【全国旅行支援「いしかわ旅行割」キャンペーン】とは
下記の点が大きく異なりますので、ご注意ください。

●いしかわ応援旅行割では、宿泊施設への支援を図るため、大手旅行会社やOTAへの
 予算配分に比べ、宿泊施設への予算配分を多くしております
●販売に係る事務軽減や効率的な予算執行のため、宿泊施設に配分された予算を
 旅行会社やOTAの代理予約販売を用いて利用することも可能です
（この場合の補助金申請は宿泊施設直接予約分に含めます）
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20,0００円×３人

＝60,000円

販売補助金は、合計旅行代金を基準に算出します。

合計旅行代金は、

「１予約」として申し込まれた宿泊者全員の予約時点の総額（以下「旅行代金総額」という）をいいます。

①旅行代金総額（5０％） ②上限額（上限×人数）

③上限

チェック

旅行代金総額 ・・・１７０,０００円

販 売 補 助 金 ・・・50％

１７０,０００円×50％

＝85,000円

販売補助金上限・・20，0００円

人数・・・３人

適用

補助金（販売補助金）算出手順

《販売補助金の確認手順》

①1予約ごとに、宿泊代金総額に対して50％を乗じます

 ・宿泊者が複数いる場合は、宿泊者全員の宿泊代金を足しあげた総額に対して、50％を乗じます

②1予約1人あたりの補助上限額（20,000円）を、宿泊合計人数で乗じます

 ・宿泊合計人数には子供や無賃幼児等もカウント可能です

③上記①と②を比べ、低い方の金額が実際の販売補助金となります

大人２名、子供１名参加/2泊３日の宿泊旅行

合計旅行代金：170,000円 の場合
例①

金額の低い60,000円を補助
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旅行代金総額 ・・・48,０００円

販 売 補 助 金 ・・・50％

20,0００円×３人

＝60,000円

①旅行代金総額（5０％） ②上限額（上限×人数）

③上限

チェック

旅行代金総額 ・・・１0０,０００円

販 売 補 助 金 ・・・50％

１0０,０００円×50％

＝50,000円

販売補助金上限・・20，0００円

人数・・・３人

補助金（販売補助金）算出手順

【注！】上記のパターンで人数変更や泊数変更
（3泊の人が2泊になる／1泊の人が取消になる）などが発生した場合は、

最終的な「総額」「人数」で同様に計算し、補助額を算出します。
※キャンセル料を含めることはできません。

48,０００円×50％

＝24,000円

20,0００円×３人

＝60,000円

①旅行代金総額（5０％） ②上限額（上限×人数）

③上限

チェック

販売補助金上限・・20，0００円

人数・・・３人

宿泊料無料の乳幼児を含める場合

大人２名、乳幼児１名/2泊３日の宿泊旅行

合計旅行代金：100,000円 の場合

１予約であるが、各自宿泊数がそれぞれ異なる場合

大人3名（１人１泊、1人２泊、1人３泊）/３泊４日の宿泊旅行

合計旅行代金：48,000円(１泊@8,000)の場合

例③

例②

適用

適用

金額の低い24,000円を補助

金額の低い50,000円を補助
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旅行代金から補助分を引いた額をもとに販売補助金を算出します。

（旅行代金合計額）-（自治体独自割引）＝（補助金適用対象額）
（例） 10,000円 - 1,000円  = 9,000円
北陸応援割 販売補助金額   9,000 円 × 50% 販売補助金は 4,500 円

旅行者支払額

4,500円

販売補助

4,500円
その他

補助

その他補助適用後の9,000円が販売補助金の算出基準

その他補助
1,000円を
引いてから
算出します

補助金（販売補助金）算出手順

市町独自の割引等、当事業以外の補助を利用する場合

6

旅行会社・OTAや宿泊施設で発行の独自クーポン券を利用する場合も、同様に旅行代金の総額から先引きした後に
販売補助金の算出をします。（●●%引きクーポン等）

ただし、個人が保有する旅行会社・OTAや宿泊施設の独自のポイントや、●●円引きクーポン、旅行券、ギフト券等、
「宿泊者個人に付帯するもの」については、現金・クレジットカードと同様の支払い手段として利用可能です。



通常の宿泊予約と同様に各宿泊事業者の約款等に従い、お取扱いください。

ただし、取消料については、販売補助金が適用される前の旅行代金に対して生じます。

そのため、販売補助金が適用された「決済済みの旅行代金（旅行者支払額）」より取消料が多くなる場合、

その不足分は旅行者の負担となります。

※販売時に「〇〇％割引」「〇〇円引き」のような「旅行者が値引きと誤認するような表現」をした場合は、

旅行者の支払うべき対価が減額したものと捉えられかねないため、誤認させて商品を締結した場合には、請求根拠を

失う可能性がありますので十分にご注意ください。

例：旅行代金：大人1人 20,000円 取消料：100％

取消料は、「販売補助金が適用される前の旅行代金（20,000円）」に対して生じる。

旅行者支払額より取消料が多いため、この例では不足額（10,000円）を旅行者が追加で支払い。

旅行者支払額

10,000円

取消料不足分

10,000円

取消料に充当 旅行者から追加で徴収

【例】 取消料１００％の補助金適用を受けた旅行商品が取り消される場合

既存予約の取扱いについて

本事業は令和6年能登半島地震による風評被害を早期に払拭するため、失われた分の旅行需要を

新たに喚起することを目的としており、既存の予約については対象外となります。

〇第一弾は令和6年3月11日（月）以前に予約された宿泊予約は対象外です。

〇第二弾は令和6年4月18日（木）以前に予約された宿泊予約は対象外です。 

 

補助対象商品の予約期間について

事業期間内であっても石川県の判断で新規予約の受付を停止することがあります。

添乗員・ガイド（乗務員）の扱いについて

添乗員やガイド（乗務員）は、通常旅行代金に内包されており、補助金人数としてカウントできません。

（旅行者ではなく、原価の扱い）

※旅行事業者から対象者として通知があった場合は、旅行事業者へご確認の上、ご対応ください。

旅行者事由により、旅行商品が取り消された場合の補助金取扱いについて
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旅行当日に宿泊代表者の
本人確認書類（コピー可）を提示すること

宿泊施設申込み予約・チェックイン時

補助適用条件 国内旅行者・訪日旅行者

適用に必要な
書類

宿泊代表者の本人確認書類（身分証明）※コピー可
※個人情報は、本事業の補助金手続きに利用し、補助金の申請先である自治体及び
 当事務局、その委託先を除く第三者に提供することはありません。

確認書類を
忘れた場合

宿泊当日に代表者の『本人確認書類（コピー可）』を確認できない場合、補助対象外。
※後日の提出は不可
※旅行会社（対面販売）経由の予約についてもチェックイン時に旅行代表者の本人確
認書類の提示は必要となります。

その他
旅行申込の際、チェックイン時に本人確認が必要な旨を
必ずお客様へご案内してください。

利用条件

旅行者における利用条件
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5年間保管が必要となる書類

補助の対象となる商品の販売において、必要となる保管書類は次のとおりです。

A) 宿泊者に発行した請求書

 請求先氏名又は、名称、発行者氏名又は名称、補助対象旅行代金合計、販売補助額、

 販売補助金適用後の旅行者支払額、請求内容、旅行年月日を記載したもの

B)  宿泊者からの入金が証明できるもの

 領収書の控え、内訳（宛先、金額、発行日、事業者名簿）及び入金方法（現金、クレ

 ジット、振込等）が記載されたもの

 ただし、領収書の控えがない場合又は、入金方法（現金、クレジット、振込み等）が記載

 されていない場合は、それを証明する書類としての次の①～③の保管が必要

①現金の場合、入金が確認できる事業者の帳票、出納帳等

②クレジットカードまたは電子マネー利用の場合、事業者控え、利用データ等

③振込みの場合、振込を証明できる利用口座の通帳コピー、振込みデータ等

補助金適用証明書のコピー（原本は事務局へ送付要）１

宿泊台帳(旅館業法第6条で通常管理しているもの)２

入金の確認ができる書類（次のＡとＢの両方が必要)３

補助金申請にあたり、下記書類は県事務局での審査や国の監査機関の求めに応じて提出して

いただく場合があります。

※ 以下の書類を求めた場合、申請内容の適格性が確認できるまで、補助金の支払いは保留

 となります。

※ 書類の提出や事情聴取等に応じていただけない場合、補助金の支払いができない場合がご  

     ざいます。(すでに補助金支払い済みの場合は、補助金を返納いただく場合がございます。)
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宿泊サービス単体商品の販売方法

「いしかわ応援旅行割」では、能登半島地震の影響によるキャンセル等により疲弊した県内宿泊施設への支援の
ため、大手旅行会社やOTAへの予算配分に比べ、宿泊施設への予算配分を多くしております。

販売に係る事務軽減や効率的な予算執行のため、宿泊施設に配分された予算を旅行会社やOTAの代理販売を
用いて利用することも可能です。（P13参照）

販売方法 予約先
旅行者の

旅行代金支払先
予算管理

事務局との精算

①宿泊施設直接予約 参画宿泊施設 参画宿泊施設 参画宿泊施設

②参画旅行会社/OTA経由の
 予約

参画旅行会社
/OTA

参画旅行会社
/OTA

参画旅行会社
/OTA

③旅行会社/OTA経由の
 代理予約販売

旅行会社/OTA 参画宿泊施設 参画宿泊施設

旅行会社・OTA経由で代理販売した旅行商品は、宿泊施設直接予約分として申請を行ってください。

1. 旅行会社・ＯＴＡとの販売方法の調整は、宿泊施設自身にて行っていただく必要がございます。

2．この場合の「旅行会社・ＯＴＡ」については、「いしかわ応援旅行割」への参画の有無は問いません。

３．予算管理や事務局との精算・申請については、宿泊施設の責任の下行っていただく必要が

 ございます。

4．予算を超えて販売してしまった場合、追加の補助はございませんのでご留意ください。

5．なお、代理予約販売は現地払いが原則となります。

6．旅行会社・OTA経由での統一窓口への重複申請が発覚した場合には宿泊施設側の

旅行補助金を返納していただきます。

③旅行会社・OTA経由の代理予約は宿泊施設直接予約分の扱い
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「いしかわ応援旅行割」キャンペーン事務局

・国内旅行者

・訪日旅行者

旅行者

旅行商品の
申し込み

補助金申請
システムの入力

（随時)

実績報告
（月2回）
補助金請求

審査
振込

（月2回程度）

補助適用
価格で販売

審査
承認

事業参画登録
（随時）

参画宿泊施設

県内宿泊施設

事務局

チェックイン時
代表者の本人確認
書類の確認

適用証明書の
記入・署名

宿泊サービス単体商品の販売スキーム＿①宿泊施設直接予約の場合
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参画宿泊施設

県内宿泊施設

承認
審査

旅行商品の
申し込み

旅行会社

予約情報の通知

・チェックイン時に

 代表者の本人確認 

・利用証明書の記入

参画旅行会社/OTA

事業参画登録
（随時）

「いしかわ応援旅行割」キャンペーン事務局

事務局

補助適用価格で
販売

代表者の本人確認書類
の確認

旅行者

・国内旅行者

・訪日旅行者

旅行事業者用
申請窓口

補助金申請
システムの入力

精算手続き

利用証明書
の送付

宿泊サービス単体商品の販売スキーム＿②参画旅行会社・OTA経由で予約の場合

12

・適用人数・参
加者数確認
(修正連絡)



適用証明書の
記入・署名

チェックイン時
代表者の本人確認
書類の確認

宿泊サービス単体商品の販売スキーム＿③旅行会社・OTA経由で代理予約販売の場合

参画宿泊施設

県内宿泊施設

審査
承認

旅行商品の
申し込み

旅行会社
/OTA

事業参画登録
（随時）

「いしかわ応援旅行割」キャンペーン事務局

事務局

旅行者

・国内旅行者

・訪日旅行者

補助適用価格
で販売依頼

補助金申請
システムの入力

（随時)

実績報告
（月2回）
補助金請求

審査
振込

（月2回程度）

予約情報の通知

代理
予約販売

旅行会社

旅行代金
現地払い

13



補

助

対

象

■ 宿泊代金として対象になるもの

 ●宿泊サービス ●物品やサービスを加えることも可能です

①商品に含まれる物品やサービスの内容が当該旅行目的地に相応であること

②商品に含まれる物品やサービスの価額が通常の宿泊料金の水準を超えないこと

 ※宿泊料金の2倍を超えるサービスでないこと

③旅行者自身が旅行期間中に購入または利用するものであること

 ※商品に含む物品やサービスは、宿泊期間中に宿泊者が享受できるものとなります

➃ライセンスや資格の取得を目的としないこと

⑤上記①～④のほか、対象商品として適切でないと認めるものではないこと

⑥価格決定権がある事業者による、自らの補助対象商品にのみ使用可能な補助クーポン

  付与することを制限しませんが、本事業の補助額を算出する前に適用ください。

補
助
対
象
外

■ 宿泊代金として対象とならないもの

 ●不適切行為を伴う補助申請

①「ノーショー」や「旅行の取消」で実際の参加がなかった場合

➁旅行内容や宿泊日、宿泊者が確定しない「旅行の権利」のみが販売された場合

③架空予約など、旅行や施設の予約が捏造された場合

➃現金および現金同等に扱われる金券、換金目的または換金性の高いものを含む場合

例）旅館、ホテル、民泊、宿泊施設に準ずるもの等
・デイユースを除く

次のような「現金」、「現金と同等に扱われる金券類」、「有価証券」、「購入した旅行事業者以外
で旅行者が容易に払い戻し可能な普通乗車券類」等を旅行代金に含めることは、旅行料金を
水増しする行為と判断し、旅行全体が補助の対象外です。

●現金および金券類（QUOカード等のプリペイドカードやビール券・おこめ券・旅行券や
店舗が独自に発行する商品券等 紙・デジタルを問いません）
※具体的な事例はHPのFAQをご覧下さい。（但し、別途例外規定がございます。）
●鉄道の普通乗車券（特急券：指定席券等を含む）、回数券、普通航空券（往復航空券や
上位クラス利用料金を含む）等

●収入印紙や切手
●価格決定権がある事業者による、自らの補助対象商品にのみ付与されるポイント等

「食事・飲み物」参画登録のある
石川県内「宿泊施設」

「入場観光施設」

「レンタカー
レンタサイクル」

「旅行目的地に見
合った土産」

「体験型アクティビティ」

宿泊商品の補助対象と対象外

※事前に商品に含まれたものは対象ですが、
 現地で追加注文されたものは対象外です

14



補
助
対
象
外

■その他の留意すべき補助金申請

① 配宿行為を伴う特定の大会への参加を目的とする場合

次の特定の大会では、配宿センターにより旅行者へ宿泊施設が割り当てられます。

そのため、旅行者が任意の宿泊施設を選択することができません。旅行者への公平な旅行商品

の提供ができないため、次に定める特定の大会の参加資格を有する選手、監督、コーチ、スタッ

フ等による、特定大会への出場およびその補佐を目的とした旅行は「旅行全体」が本事業の対象

外となりますので注意ください。この取扱いを求める特定の大会は次の9つのみです。

また、この規定は配宿行為を伴わない旅行（参加者の応援をするためのいわゆる応援団による

旅行等）を制限するものではありません。

② 宿泊・旅行商品に「義援金」を含んだもの

③ 北陸地方（石川県・富山県・福井県・新潟県）以外の地域が含まれた

旅行商品について

旅行契約に定められた旅行期間に、北陸地方以外の宿泊が含まれている旅行は

北陸地方を含む全てが補助の対象外となります。

④ ビジネス利用は対象外です

1. 国民体育大会
2. 全国障害者スポーツ大会
3. 全国高等学校総合体育大会（インターハイ）
4. 全国中学校体育大会（全中）
5. 全国健康福祉祭（ねんりんピック）
6. 全国植樹祭
7. 全国育樹祭
8. 全国豊かな海づくり大会（豊漁祭）
9. 全国高等学校総合文化祭（高校総文祭）

宿泊商品の補助対象と対象外

ビジネス利用の宿泊は補助の対象外です。

※企業名の領収書、ビジネスパック・ビジネスカードの

利用等は対象外です

※修学旅行など学校行事の引率者も対象外となります

15



宿泊事業者の参画登録について＿参画誓約事項／実施要領

＜参画誓約事項＞ ＜実施要領＞

宿泊事業者の参画登録について＿参画の変更届・辞退届

※ 各種届の項目をご記入の上、事務局までメール送信をお願いします。
情報に変更がある場合には2週間以内にご連絡ください。

＜「いしかわ応援旅行割」変更届＞ ＜ 「いしかわ応援旅行割」辞退届＞
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予約受付から精算までの流れ

宿泊施設様での作業項目

作業対象／予約経路

①宿泊施設
   直接予約

②参画旅行
会社

/OTA経由の
予約

③旅行会社・
OTA経由で
代理予約販売

参照

ご提示いただく書類のご案内 ● ✕ ● P18

予約時に必要事項のヒアリング ● ✕ ●

P19補助金・お客様支払い代金の算出 ● ✕ ●

補助金申請システムへの入力 ● ✕ ●

１

２

３

4

チェックイン
前

宿泊施設様での作業項目

作業対象／予約経路

①宿泊施設
   直接予約

②参画旅行
会社/

OTA経由の
予約

③旅行会社・
OTA経由で
代理予約販売

参照

補助金適用証明書の準備
※参画旅行会社・OTA経由は利用証明書 ● ● ● P20

旅行代表者の本人確認 ● ● ● P21

補助金適用証明書への記入・同意（署名）
※参画旅行会社・OTA経由は利用証明書 ● ● ●

P22
-

23

補助適用金額での旅行代金収受 ● ▲ ● P23

１

1

2

※補助金申請システムのマニュアルは別冊参照

3

精算業務

宿泊施設様は「●」の付いた作業項目の対応をお願いいたします

宿泊施設様での作業項目

作業対象／予約経路

①宿泊施設
   直接予約

②参画旅行
会社/

OTA経由の
予約

③旅行会社・
OTA経由で
代理予約販売

参照

事務局から送信される
「補助金精算の明細書」を確認 ● ✕ ●

P24
「補助金額明細書」と
「補助金適用証明書」の確認作業 ● ✕ ●

「精算申請書」の記入 ● ✕ ● P25

①「精算申請書」・②「補助金適用証明書」

③「利用証明書」を事務局へ送付
●①② ●③ ●①② P26

補助金額の振込 ● ✕ ● P27

１

２

３

4

5

チェックイン
時

申し込み・
予約
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提示できない方は
補助金の適用が
できません

提示書類のご案内＆確認フローチャート

「本人確認書類（コピー可）」の提示

A．持っている   B．持っていない

※本人確認書類の詳細はP21を参照ください。

A

チェックイン当日、ご提示いただいた方のみ

補助金の適用ができます。 後日確認は不可

チェックイン時

申し込み・予約

１ ご提示いただく書類のご案内

①宿泊代表者の「本人確認書類（コピー可） 」を

チェックイン時に提示いただくことを必ずご案内してください。

※自社予約サイトで受け付ける場合、上記を記載してください。

※一部、旅行代理店予約については、旅行事業者から旅行者へ通知されます。

B

18



申し込み・予約

2 予約時に必要事項のヒアリング

□ 販売補助金：50％

※販売補助金の算出例はP4～6をご参照ください

□　代表者氏名 □　代表者住所

□　代表者連絡先 □　補助適用人数

□　その他の補助金制度の利用有無

3 補助金・お客様支払い代金の算出

□ 上記、  のヒアリング項目と、   で

 算出した宿泊代金を

 補助金申請システムへ入力し、

 申請してください。

4 補助金申請システムへの入力

＜上限＞ 宿泊商品：20,000円（１人１予約あたり）

＜下限＞なし

✓

旅行会社・OTA経由の代理予約販売を

申請する場合、「□ 旅行会社・OTA分経由

の代理予約」に必ずチェックを入れてくだ

さい。
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【宿泊施設予約分】 補助金適用証明書

チェックイン前

1 補助金適用証明書の準備

□ 予約時に補助金申請システムに入力した申請内容を今一度ご確認いただき、

 『補助金適用証明書』 を印刷してください。

※補助金申請システムに入力いただいた内容が自動反映されます

□ 印刷方法は、「補助金申請システムマニュアル」を参照ください。

□ 旅行会社/OTA予約分は様式が異なります。

宿泊施設は利用証明書を事前にご準備ください。

※利用証明書は公式ホームページよりダウンロードいただけます

旅行会社・OTA経由の代理予約販売は、

こちらの様式をご準備ください。

旅行代表者の本人確認を実施した後、

青太枠内を宿泊施設様で

ご記入ください

20

赤枠は必ず宿泊日当日に、お客様より

署名をいただいてください。

出力日：令和6年●月●日●時●分●秒
出力日時が印字されます。

チェックイン後に出力されていた場合、宿泊者

台帳の提出や取引履歴など、宿泊実態がわかる

書類を別途求めることがあります。



□ フロントスタッフが目視で確認する。

※コピーをとる必要はございません。

事務局への提出も不要です。

チェックイン時

1 宿泊代表者の本人確認書類（コピー可）の確認

氏名確認

確認の箇所

本人確認書類（コピー可）の
氏名をご確認ください

ご提示いただく本人確認書類の例

※旅行会社等にて、予約申込時に提示された場合も、旅行当日に宿泊施設にて提示が必要です

●運転経歴証明書 

＜例＞

運転免許証、運転経歴証明書、マイナンバーカード、健康保険証、学生証、在留カード、

母子手帳、障がい者手帳、国または地方公共団体の機関が発行した身分証明書 など

「氏名」を確認できる公的書類（コピー可）」を本人確認書類とします。

●マイナンバーカード ●運転免許証 

 ・パスポート
 ・その他外国政府発給の身分証明書
 ・駐日外国公館に勤務する外交官等に対して発行可能な「住居証明書」等

【訪日外国人】における本人確認書類（一例）
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石川 太郎

イシカワ タロウ
32024年4月5日

石川応援ホテル

石川応援ホテル

Ｈ0000

900-0000
金沢市高岡町1-1-1

4 5 10000 2 20000
4 6 10000 2 20000
4 7 10000 2 20000

2 60000

30000 30000

4  5 石川 太郎

金沢 花子

2 補助金適用証明書への記入・同意（署名）

□ チェックイン時、補助金利用者に『補助金適用証明書』の必要事項をご記入いただく。

□ 申請内容に変更があれば、速やかに『補助金申請システム』 にて修正し、正しい補助金適用証明書を

    印刷の上、ご署名をいただく。

※住所・電話番号等に変更があった場合は、お客様に直接記載いただく、もしくは宿泊施設で訂正する

場合には朱書きで訂正し、チェックアウトまでにシステムを修正してください。

 金額に変更のない修正については、補助金適用証明書の再出力は不要です。

※金額が変更される場合には必ず変更後の補助金適用証明書にご署名をいただいてください。

【宿泊施設予約分】 補助金適用証明書の記入例

【同意書】

・確認事項 欄

・日付・署名（フルネーム）
※申請代表者本人が署名

チェックイン時

＜補助金利用者様記入欄＞

宿泊施設での直接予約・旅行会社/OTA（代理予約販売） の場合予約経路

※注意※
申請代表者が署名しない場合
必ずその理由を欄外記載し、
ご提出ください

【記入担当者名】

・記入担当者名(押印可)
※施設名は自動入力となります。

＜宿泊施設記入欄＞

22

出力日：令和6年●月●日●時●分●秒



【旅行会社/OTA 予約分】 利用証明書の記入例 （A4仕様）

チェックイン時

旅行会社用の利用証明書を事前に作成してください。(宿泊施設作成)

旅行代表者の本人確認を実施してください。
（キャンセル・変更等があれば、朱書きで訂正してください。）

内容を確認し、担当者名を記載後、変更が発生した場合のみ旅行会社/OTAへ報告してください。
※注意※ 宿泊施設による、補助金申請システムの入力は不要です

旅行会社/OTA の場合予約経路

3 補助適用金額での旅行代金収受

□ 販売補助金：50％ ／ 販売補助金上限 20,000円 （1人1予約あたり）

※販売補助金の算出例はP4～6をご参照ください

■ 受付手順

１

2

3

＜補助利用者様記入欄＞

・宿泊施設印
・記入担当者名(押印可)

＜宿泊施設様記入欄＞

・施設コード
・宿泊施設名
・旅行会社名
・旅行会社が発行の予約番号

＜宿泊施設記入欄＞

石川応援ホテル
百万 一郎

23

旅行会社/OTA

補助金申請分

お客様情報について、事前に
わかる場合には、宿泊施設に
てご記入ください。当日まで
わからない箇所は、旅行代表
者様にご記入いただくことも
可能です。
※変更があった場合は朱書きで
訂正し、旅行会社へお伝えくださ
い。

＜宿泊施設確認事項＞

旅行会社が発行の予約番号とは＝旅行会社/OTAが補助金申請時に必要な様式第一号で使用する、予約を特定する
ための番号となります。

石川応援ホテル

SA555200金沢旅行者

H0000

4 5 石川 太郎

石川 太郎

石川 太郎

イシカワ タロウ

イシカワ タロウ

福島 090-0000-0000

４ 5 1 2



□ チェックアウトの翌々日17時までに、変更・修正がないか、確認ください。

上記以降は、宿泊施設様側で、修正ができなくなります。（※確認・修正の方法は、補助金申請システムマニュアルP13～15を参照）

□ 旅行会社/OTA予約分については、修正がある場合は二重線訂正で正しい内容を朱書きしてください。

また、変更内容を必ず旅行会社/OTAへ報告してください。

□ 補助金適用証明書の『宿泊施設記入欄』を記入してください。

＜補助金適用証明書の再確認＞
□ 記入漏れがないか
□ 補助金申請内容に相違がないか

精算業務

手順① 事務局からの精算メールを確認

□ 該当の精算タームにおいて、精算締日から約５営業日以内に、登録のメールアドレス宛に
「精算の流れ」を送付します。（参画の全施設宛て）
精算方法が記載されておりますので、確認いただきご対応ください。

□ メールが届かない場合は、事務局までお問合せください。

精算準備 精算締日までに、下記の事項をご準備ください

補助金適用証明書の内容が、
補助金管理システム締め切り
後に修正が発生した場合、「修
正依頼シート」をご提出くだ
さい。

【宿泊施設予約分】 補助金適用証明書の記入例

□ 記入担当者名（押印可）

＜宿泊施設記入欄＞

24

出力日：令和6年●月●日●時●分●秒



手順③

精算業務
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手順② 補助金申請システムにログインし、添付ファイルを確認。

□ 備考にファイル開封用のパスワードが記載されています。PDFを確認してください。

□ ダウンロードした 「補助金額明細書」とお手元にある「補助金適用証明書」の確認作業を
 行ってください。確認時、明細書の日付に合わせて補助金適用証明書を並べてください。

「補助金額明細書」と「補助金適用証明書」の確認作業

【補助金額明細書】
【補助金適用証明書】

□ 精算締日までに、システムにて修正が出来なかった場合、「修正依頼シート」を利用し、
補助金申請の修正依頼を行ってください。（公式ホームぺージよりダウンロード可能）
※金額の修正については、修正後の金額が記載された補助金適用証明書にお客様の
署名が必要となりますので、ご注意ください。

第1回 ファイル名

ファイル名第2回

精算ターム 補助金額明細書 備考

完了

開封パスワード

補助金額明細書
ダウンロード

開封パスワード

補助金精算状況



手順④ 『精算申請書』の記入

□ 下記記入例の通り、抜け漏れのないようご記入をお願いいたします。

 精算時に『精算申請書』 と 『補助金適用証明書』 のセットで提出が必要となります。

□ 「補助金額明細書」については訂正がある場合、「修正依頼シート」に記入し、原本と合わせて

 そのまま送付してください。

 審査時、事務局にて新しい補助金額明細書と精算申請書を作成し、マイページに添付します。

 精算申請書については、二重線での訂正は不可となります。

精算業務

精算申請書の記入例

26

石川応援ホテル

80,000

4

320,000

百万 太郎

H0000000

076-000-0000

自動反映

【宿泊施設による記載が必要な箇所】

注意点
• 不備は原本の再提出が必要となり
ます。

• 記載内容に誤りがある場合には、

再出力し、原本と合わせて送付し

てください。

【自動反映】

注意点
• 金額や人数に変更が発生した場
合、精算申請書の再出力が必要と
なります。



補助金額明細書の

順に並べてください

精算スケジュールの送付必着期限日までに事務局に提出してください。

＜ 精算申請書 ＞

送付先

〒920-0919
金沢市南町4番55号 WAKITA金沢ビル6階
「いしかわ応援旅行割」キャンペーン 事務局

TEL:076-213-5860
受付時間：平日9：30～17：30（土日祝を除く）

提出方法

簡易書留など追跡できる方法にてご送付ください。
※送料は宿泊事業者様負担でお願いします。

＜ 補助金適用証明書 ＞

精算業務

※必着期限日を過ぎたものは、補助金の支払いを致しかねますので、ご注意ください。

※送付必着期限日は次頁を参照ください

＜ 利用証明書 ＞

27

＜ 修正依頼シート＞

□ ①「修正依頼シート」、② 「精算申請書」・「補助金適用証明書」、 ③ 「利用証明書」 の順番で束ねて、

原本の送付をお願いします。 （コピーをとって交付より5年間保管してください）

手順⑤ 『修正依頼シート』、 『精算申請書』・『補助金適用証明書』、
『利用証明書』を事務局へ送付(この中で該当するもの)



精算ターム 対象期間
※チェックアウト日を基準に精算

送付必着期限日
入金開始日（目安）
※審査完了後、
順次振込

1 回目
3月16日(土)～3月31日(日)までの分

4月1日(月)チェックアウト分まで
４月２２日(月) ５月７日(火)

2 回目
4月1日(月)～4月15日(月)までの分

4月16日(火)チェックアウト分まで
５月７日(火) ５月２１日(火)

3 回目
4月16日(火)～4月26日（金)までの分

4月2７日(土)チェックアウト分まで
５月２２日(水) ６月５日(水)

4 回目
5月7日(火)～5月31日(金)までの分

6月1日(土)チェックアウト分まで
6月24日(月) 7月8日(月)

5 回目
6月1日(土)～6月15日(土)までの分

6月16日(日)チェックアウト分まで
7月9日(火) 7月23日(火)

6 回目
6月16日(日)～6月30日（日)までの分

7月1日(月)チェックアウト分まで
7月24日(水) 8月7日(水)

7 回目
7月1日(月)～7月15日（月)までの分

7月16日(火)チェックアウト分まで
8月8日(木) 8月22日(木)

8 回目
7月16日(火)～7月31日（水)までの分

8月1日(木)チェックアウト分まで
8月27日(火） 9月10日（火）

※審査の状況により、入金予定日から前後する場合がございます

※上記、スケジュールは変更になる場合がございます。その場合はホームページ等でお知らせいたします

精算スケジュールについて

□ 補助金申請書類を事務局にて、審査、確認いたします。

□ 確認完了後、登録時に指定された金融機関口座に振り込みます。

※必着期限日を過ぎたものは、補助金の支払いを致しかねますので、ご注意ください。

□ 振込額を各宿泊施設様で必ずご確認ください。

□ 振込額に異議がある場合は、着金日から2週間以内に限って受付いたします。

□ 2週間を過ぎてからの異議申し立てには、一切応じられませんので

ご注意ください。

□ 入金後であっても、申請内容に不備等が発覚した場合は、返納を求める場合が

あります。

精算業務

その他留意事項

・補助金は登録の口座にお振込みいたします。振込手数料は事務局が負担します。

・振込名は「イシカワオウエンワリ」です。

手順⑥ 補助金額の振込

28
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改訂内容

N
o.

更新日付 頁 箇所 内容 備
考

1 2024.3.15 P6 他の割引等について 修正
追記

独自クーポンやポイントについての加筆修正

2 2024.3.15 P14 宿泊商品の補助対象 追記 ②に「※宿泊料金の2倍を超えるサービスで
ないこと。」を追記

3 2024.3.15 P15 ビジネス利用の宿泊につ
いて

修正 「ビジネスパック」
活字の修正

4 2024.4.9 P20 旅行会社/OTAの利用証
明について

修正 「宿泊施設に」 「宿泊施設は」
活字の訂正
赤枠の文言追加

5 2024.4.9 P22 補助金適用証明書への記
入・同意

修正
追記

修正方法の変更
金額変更時の追加説明

6 2024.4.9 P23 旅行会社/OTAの精算手
順③

修正
追記

宿泊施設記入事項の一部を確認事項へ修正
旅行会社の予約番号についての説明を追記

7 2024.4.9 Ｐ24 旅行会社/OTAの精算準
備

訂正 「旅行会社」 「旅行会社/OTA」

8 2024.4.9 P20P22
P24P27

補助金適用証明書 差替え 補助金適用証明書の見本差替え

9 2024.4.9 P20
P23
P27

利用証明書 差替え 利用証明書の見本差替え

10 2024.4.9 P24-27 精算手順 修正 精算手順の変更

11 2024.4.18 P2 事業期間 追加 第一弾の活字を追記
第二弾の期間情報を追記

12 2024.4.18 P7 既存予約の取扱いについ
て

追加 第一弾の活字を追記
第二弾の予約対象外の情報を追記

13 2024.4.18 P16 実施要領
辞退届

差替え 実施要領、辞退届の見本差替え

14 2024.4.18 P19 ４ 補助金申請システム
への入力

追記 赤枠内に「□ 旅行会社・OTA分経由の代理
予約」を追記

15 2024.4.18 P25 手順② 差替え 補助金申請システムログイン画面見本の
差替え

16 2024.4.18 P28 精算スケジュールについ
て

追記 精算ターム4～8回目の日程を追記

17 2024.5.15 P20
P22
P24

補助金適用証明書 追加
差替え

補助金適用証明書に出力日時を追加
補足分追加(P20)

18 2024.5.15 P26 精算申請書の修正方法 改訂 精算申請書の事前修正→削除
修正依頼シートを原本と送付し審査時に確認

19 2024.5.21 Ｐ１４ 補助対象 補足 宿泊期間中に宿泊者が享受できるものとな
ります



事業に関する重要な報告などは、北陸応援割「いしかわ応援旅行割」キャンペーン公式サイトに

掲載するとともに、ご登録いただいたメールアドレスにご連絡いたしますので、

定期的にご確認をお願いいたします。
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